
平成２６年度  第３回 

北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議 

介護保険に関する会議 

３ その他（参考資料） 

○介護保険制度改正における費用負担に関する事項等について 

○特別養護老人ホームの「特例入所」に係る国の指針（骨子案）

資料４

（第３回 介護保険に関する会議 Ｈ26.9.1）    



介護保険制度改正における費用負担に関する事項等について 

先般の通常国会で成立した医療介護総合確保法における介護保険法の改正に

おいては、費用負担の公平化等に関する事項として、以下の改正事項が規定さ

れている。関係する政令改正等については、平成２７年度予算編成の中で最終

的に確定するものがあることから、最終的な条文の確定・公布は先となるが、

現時点の施行事務に関する考え方については以下の通りであり、これを踏まえ

て施行準備を進めて頂きたい。今回お示しできていない事項についても、可能

な限り早めに情報提供を行っていきたい。 

（１）一定以上所得者の利用負担の見直し等 【平成２７年８月施行】 

（基本的考え方）  

○ 平成１２年の介護保険制度の創設以来、所得に関わらず利用者負担を1割と

しており、高額介護サービス費の負担限度額も据え置いてきた。（この間、

高齢者の医療制度では順次引き上げられている。）一方で、高齢化の更なる

進展に伴い今後さらに介護費用の増加が見込まれる中で、制度の持続可能性

を高めることが必要である。 

○ 保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、現役世代の過度な負担を避けるとと

もに、高齢者世代内で負担の公平化を図っていくためには、６５歳以上の被

保険者のうち、一定以上の所得のある方に、２割の利用者負担をしていただ

くことが必要であることから、今般成立・公布された医療介護総合確保法に

より、一定以上の所得がある第１号被保険者の利用者負担を２割とすること

としている（改正後の介護保険法第49条の２及び第59条の２）。なお、高額

介護サービス費の仕組みに基づき利用者負担には月額上限が設けられている

ことから、負担割合が２割となっても、対象者全員の負担が必ず２倍となる

ものではない。 

（具体的な基準） 

○ ２割負担とする所得の水準については、政令で定めることとなっている。

モデル年金や平均的な消費支出の水準を上回る負担可能な水準として、６５

歳以上の被保険者のうち所得上位２０％に相当する基準である合計所得金額

１６０万円以上を基本として検討中。 
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（２）特定入所者介護（予防）サービス費の見直し 

（見直しの趣旨）  

○ 介護保険では、平成１７年から特別養護老人ホーム等の費用のうち、食費

や居住費は本人の自己負担が原則となっているが、住民税非課税世帯の利用

者については、申請に基づき、食費・居住費を補助する特定入所者介護（予

防）サービス費を支給している。 

○ 特定入所者介護（予防）サービス費は、本来の給付と異なった福祉的な性

格や経過的な性格を持っており、①食費や居住費を負担して在宅で生活する

方との公平性を図る必要があること、②預貯金等を保有し負担能力が高いに

もかかわらず、保険料を財源とした補足給付が行われる不公平を是正する必

要があることといった観点から、以下①～③の見直しを実施する。

① 配偶者の所得の勘案【平成２７年８月施行】 

○ 現在は、利用者が世帯分離をした場合には世帯分離前の状況に関わらず本

人が住民税非課税であれば、特定入所者介護（予防）サービス費の対象とな

るが、上記の見直しの趣旨を踏まえ、配偶者については民法上他の親族の扶

養義務より強い生活保持義務があると解されていることから、世帯分離され

ていたとしてもその所得を勘案することとする。

○ 具体的には、配偶者が住民税課税者である場合、特定入所者介護（予防）

サービス費の支給対象外とするよう、省令改正を行う予定。

② 預貯金等の勘案【平成２７年８月施行】 

○ 法第５１条の３等を改正し、特定入所者介護（予防）サービス費の支給に

当たっての勘案要素として「資産」を追加し、預貯金等を勘案することとし

ている。 

○ 預貯金等の基準としては、単身の場合は１０００万円以下、夫婦の場合は 

２０００万円以下という基準を厚生労働省令で定める予定。夫婦のとらえ方は、

①配偶者の所得の勘案の場合と同じ取扱いとする。 

○ なお、施設に入所した時点では預貯金等が基準額を超えていても、その後

預貯金等が基準を下回った場合には、その時点で申請を行って給付を受ける

ことが可能である。 

③ 非課税年金の勘案【平成２８年８月施行】 

○ 現在、補足給付受給者の段階区分のうち、第２段階と第３段階は、年金収

入及び合計所得金額の合計額で判定しているが、遺族年金及び障害年金とい

った非課税年金の額もこの額に含めて判定することとし、告示改正により対

応予定。



（３）第1号保険料の多段階化・軽減強化 

① 標準段階の見直し【平成２７年４月施行】 

（基本的考え方）

第６期の第１号介護保険料については、所得水準に応じてきめ細やかな保険

料設定を行う観点から政令を改正し、標準段階をこれまでの６段階から、標準

９段階に見直す。新第７段階以上の所得の基準については、新第１段階から新

第４段階までの軽減分と、新第６段階から新第９段階までの増加分が、全国ベ

ースで均衡するように設定することとしており、現在、各保険者に依頼してい

る第１号被保険者の所得分布の調査（平成２６年６月２７日付け事務連絡）の

結果を踏まえて設定する予定であり、追って周知する。

② 公費による保険料軽減の強化【平成２７年４月施行】 

（基本的考え方）

○ 今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が避

けられない中で、制度を持続可能なものとするためには、低所得者も保険料

を負担し続けることを可能にする必要がある。このため、標準段階の見直し

に加え、介護保険法の改正により、公費を投入して低所得者の保険料軽減を

行う仕組みを設ける。具体的には新法第124条の２に基づき、市町村は政令で

定めるところにより、低所得者の保険料軽減に要する費用を特別会計に繰り

入れ、国がその費用の１／２、都道府県がその費用の１／４を負担すること

とする。

○ この改正の施行日は平成２７年４月としており、平成２７年度分の保険料

から軽減を行うことになる。

第６期の介護保険料の見直しについて 

○ 所得水準に応じてきめ細かな保険料設定を行うため、また、多くの自

治体で特例第３・特例第４段階の設置や、本人課税所得層の多段階化を

している現状を踏まえ、標準の段階設定を、現行の６段階から９段階に

見直す。 

○ なお、現在と同様、引き続き保険者の判断による弾力化を可能とする。

○ 世帯非課税（第１～第３段階）については、新たに公費による軽減の

仕組みを導入し、更なる負担軽減を図る。 
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